
地方公共団体における番号制度の活用について 
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地方公共団体における番号制度の活用に関する研究会 【論点】 

論点１ 地方公共団体における番号制度の活用について 
   （１）窓口業務等 
   （２）バックオフィス連携 
   （３）団体間連携 
   （４）その他（災害対応等） 
 
  
論点２ 地方公共団体における具体的な対応について 
   （１）システム面での対応 
   （２）業務フローの改善 
   （３）住民の理解促進（ＩＣカードの普及を含む） 等 
 
 
論点３ 地方公共団体における番号制度の導入に対応した個人情報保護のあり方について 
 
 
論点４ 地方公共団体における準備の進め方について 
   （１）スケジュール 
   （２）推進体制 

本日の論点 

第１回地方公共団体における番号制度の活用に関する研究会（H23.10.13）資料修正 

【目標】 地方公共団体が番号制度の導入及び活用にあたってのガイドラインを作成する 
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番号制度の導入により実現すること 

申請書 
「番号」：123456789012 
氏名 総務花子 
住所 甲県X市  
性別 女性 
生年月日 1975/1/1 

甲県Ｘ市 

【○○課】 

「番号」 氏名 住所 性別 生年月日 属性情報 

123456789012 総務花子 甲県・・・ 女性 19750101 ○○○ 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

【××課】 

他団体 

①申請 

②名寄せ 

情報連携基盤 

③情報連携 
（データベースマッチング） 

住民 

④プッシュ型の 
 お知らせ 

「番号」 氏名 住所 性別 生年月日 属性情報 

123456789012 総務花子 甲県・・・ 女性 19750101 ○○○ 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

(1) 名寄せ（団体内連携）やデータベースマッチング（団体間連携）の効率性及び正確性の向上 
(2) 番号カード導入による確実な本人確認 
(3) プッシュ型のお知らせによる利便性の向上と効率化 
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申請書 
 

 【番号】 

(1) 名寄せ（団体内連携）やデータベースマッチング（団体間連携）の効率性及び正確性の向上 
(2) 番号カード導入による確実な本人確認 
(3) プッシュ型のお知らせによる利便性の向上と効率化 

番号制度の導入により実現すること 

地方公共団体における番号制度の活用方法 

例１ 総合窓口化 
 ・ 番号制度の導入により、申請の簡略化（本人確認
の短縮、添付書類の削減、ワンストップ化等）を図り、
一人ひとりの住民に応じた対応をすることができない
か。 

 
例２ 「書類」から「現場」へ 
 ・ 番号制度の導入により書類審査の事務が効率化し、
その分、現場調査等に専念することができないか。 

 
例３ 政策の質の向上 
 ・ 番号制度の導入により、現場調査も含めて収集し
たデータを統計処理をすることにより、住民の傾向を
さぐり、地方公共団体が講じる政策の質を向上するこ
とができないか。 

○番号制度を単に導入しただけでは、住民・行政ともにより大きな効果を得ることはできないのではないか。 

○番号制度を活用して、これまで困難であったことを実現したり、本来あるべき地方公共団体の役割を果た
すことが可能となるのではないか。 

地方公共団体における番号制度の活用方法 

Ａ課 
【番号】 

【番号】 

Ｘ市 

他団体 

住民 

Ｂ課 
【番号】 

Ｃ課 
【番号】 

Ｄ課 
【番号】 

総合窓口化 

「書類」から「現場」へ 

政策の質の向上 
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総合窓口化による相乗効果 １ 総合窓口化 

Ａ課 

Ｂ課 

Ｃ課 

Ｄ課 

申請書Ａ 
 

 【番号】 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

申請書Ｂ 
 

 【番号】 

申請書Ｃ 
 

 【番号】 

申請書Ｅ 
 

 【番号】 

多くの申請書の記入 

窓口のたらい回し 

申請し忘れ 

Ａ課 

Ｂ課 

Ｃ課 

Ｄ課 

申請書Ａ 
 

 【番号】 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

申請書の簡略化 
・本人確認の短縮 
・添付書類の削減 

ワンストップ化 

お知らせ 

Ｘ市 Ｘ市 

他団体 他団体 
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住民が市町村に対して行う申請の種類 １ 総合窓口化 
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【市川市における申請に関する調査】 （H17実績・井堀委員提供資料より分析） 

法律・政省令に基づくもの 
約143万件 
（475手続） 

県・市町村条例等に基づくもの 
約97万件 
（672手続） 

施設使用の申請 
約46万件 
（92手続） 

給付・サービスの 
申請 

約21万件 
（230手続） 

証明書等交付の申請 
約25万件 
（43手続） 

・動植物園 
・市民体育館 
・老人いこいの家 
・駐輪場・市営住宅 
・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院 
・霊園    など 

・保育ｸﾗﾌﾞ・幼稚園 
・乳幼児医療助成
金等各種助成
金・補助金 

・各種減免申請 
・講習会・相談等 
・耐震診断  など 

・印鑑登録 
・軽自動車 
・り災 
・霊園使用許可 
・納税  など 

給付・サービスの
申請 

約24万件 
（94手続） 

証明書等交付の申請 
約95万件 
（69手続） 

その他 
約23万件 
（312手続） 

・老人保健高額医療申請 
・住基台帳カード 
・国民健康保険 
・国民年金 
・児童扶養手当  など 

・住民票・戸籍謄本 
・年金支払報告書 
・給与支払報告書 
・納税証明書 
・外国人登録証  など 

・転入・転出届 
・消防用等設備点検報告書 
・採用試験申込 
・一般廃棄物処理業務実績報告 
など 

その他 
約4万件 

（307手続） 



市区町村における総合窓口の導入状況 １ 総合窓口化 

【地方公共団体におけるワンストップサービスの実現に向けた総合窓口システム導入のあり方に関する調査研究】 
（H22.2 財団法人地方自治情報センター） 
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Ｘ市 

書類審査から現場調査へ ２ 「現場」へ 

Ｘ市 

ＤＢ ＤＢ 

書類審査の自動化 

住民からの 
申請情報のみ 

役所を飛び出して、 
現場調査 

現場でしか得られな
い情報の取得 

【番号】 
【番号】 

【番号】 
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所在不明高齢者に係る課題と対応のあり方 ２ 「現場」へ 

（１）届出に係る課題と対応 

（２）部局間等の連携に係る課題と対応 

（３）調査を要する場合の課題と対応 

戸籍法上の死亡届や住民基本台
帳法上の転出届など必要な届出
がない場合 

課題 
事件性がある場合 

事件性がない場合 

捜査機関による対応   

住民への広報により、届出制度を
周知徹底   

対応 

・福祉等関係部局から住基担当部局への連絡が徹
底されていない場合 
・戸籍地市区町村から住所地市区町村への連絡が
徹底されていない場合 

課題 

・市区町村において所在不明の事実を把握してい
ない場合 
・事実が住民票に反映されていない場合 

課題 

関係部局間、戸籍地市区町村と住
所地市区町村の間、他の機関と市
区町村の間の連携強化   

対応 

・市区町村職員、民生委員等の
様々な人材を活用し、関係機関
とも連携して調査 
・調査に基づき、職権により住
民票を適切に消除又は修正 

対応 

価値観・生き方の多様化（プライバシー意識の高まり）、家族の変容（一人世帯の増加等）、
コミュニティ（地域社会等）の変容 

問題の背景 
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政策の質の向上 ３ 政策の質向上 

Ａ課 

Ｂ課 

Ｃ課 

Ｄ課 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

Ａ課 

Ｂ課 

Ｃ課 

Ｄ課 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

【番号】 

統計処理をし、 
傾向を把握 

Ｘ市 Ｘ市 

他団体 

各課ばらばらな 
データ 

現場でしか得られな
い情報の取得 

【番号】 

他団体 
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介護事業の質向上 ３ 政策の質向上 

【介護予防システムのイメージ】 

（出典）井堀委員講演資料 「電子自治体の行方について」 （地方自治情報センター「住民基本台帳カードの利活用推進セミナー」） 
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